
3.費用負担
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国民医療費、医療給付費、後期高齢者医療費の将来見通し
く平成18年制度改正時の試算>

年度

平成18

予算ベース

(2006)

平成27

(2015)

平成37

(2025)

国民医療費 (兆円) 33.0 44 56

後期高齢者医療費 (兆円) 10.8 16 25

医療給付費 (兆円) 27.5 37 48

(注)後期高齢者医療費は、平成18年度については老人医療費であり74歳以上の高齢者等が対象、

また、平成27年、平成37年度は75歳以上の高齢者等が対象L
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l※ 新しい将来見通しについては、現時点では、現行の暫定措置(70～ 74歳の患者負担、後期高1齢者
の保険料軽減措置、後 |

1 聖雇璧蔓曇辱倉f     お曇栞厨着藷碁β謂よよ|:三異ギ藁塁蕗ξf繁管繁麗
あることから、今後、高雫者 |

l

L___二 _― ― ― ― ― … … … … ニ ー ー … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … …
口=… … … … … … … … … … … … “
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後期高齢者医療費の財政負担の将来見通し
<平成18年制度改正時の試算>

(億円)

平成20年度

(2008)

平成27年度

(2015)

113,700 163,900‘

１１負期高齢者医療費

公費 49,200 70,500

鶴期高齢者支援金 45,400 64,400

公費負担分 9,900 14,100

保険料負担分 35,500 50,300

後期高齢者保険料分 8,100 13,500

.患者負担 11,000 15,500

※ 保険料は当該年度の医療給付費を賄うために必要な保険料額である。

医療保険制度に    報墨灘
及び公費負担の将来見通し
正時の試算>             (億 円)

※ 所要保険料とは当該年度の医療給付費を賄うために必要な保険料額
である。

-16-

公費   √所要保険料

協会健保 健保組合 市町村国保 国庫 都道府県 市町村

平成20年度
(2008)

57,400 52,400 30,500 71,600 16,500 10,100

平成27年度

(2015)
68,900 63,200 37,100 94,600 21,500 13,800



高齢者と若人の1人当たり医療費の伸びの状況について

平成 13年度 平成14年度 平成15年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成20年度

70歳未満 2.1% ▲1.2% 0.4% 0。 9% 1.5% ▲ 0。 99/o 1.6% 2.0%

70歳以上 ¬。2% ▲3.6% 0.9% 0.2% 2.0% ▲ 1.59る 211% ▲ 0.1%

※ 65～ 69歳で後期高齢者医療制度(平成19年度以前は老人保健制度)の対象となつている者は、「70歳以上」に含まれる。

※ 診療報酬改定については、平成14年 (▲ 2.7%)、 平成16年 (▲ 1.0%)、 平成18年 (▲ 3.16%)、 平成20年 (▲0.82%)の影響がある。

※ 診療報酬改定のほか、医療費の伸びに影響を与える主な制度改正は以下のとおり。

平成14年 ;70歳以上の高齢者の定率(1割 )負担の徹底、現役並みに所得がある方の患者負担害]合
の引き上げ(1割→2割 )

平成15年 ;被用者保険の被保険者等の患者負担割合の引き上げ(2割→3割 )

平成18年 ;70歳以上の高齢者のうち、現役並みに所得がある方の患者負担割合の引き上げ(2割→
3割 )
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現行の医療保険口介護保険制度の保険料の比較

後期高齢者医療制度 市町村国保 被用者保険 介護保険 (第 1号被保険者)

平均所得

(総報酬 )

(H20年度)

加入者1人当たり1日但し書き所得
73.7万 円

加入者1人当たり1日但し書き所得
78.9万 円

被保険者1人当たり総報酬 485万
「

|

加入者1人当たり総報酬  261、万円
(参考)平 均総報酬に相当する加入者1人当たり
旧但し書き所得  162万円

保険料額の算定上、必要となる

情報ではなく、把握していない

加入者
一人当たり

保険料

(H20年度 )

6.5万円 8.3万円 19.3万円 4.9万 円
※平成18～ 20年度の保険料の全国平均額
4,090円 (月 額)の 12か月分

保険料の

仕組み

○

○

都道府県単位で料率設定

個人単位で賦課

０

０

市町村単位で料率設定

世帯主に賦課

○ 被用者保険者単位で料率設定

○ 被保険者に賦課

※ 事業主負担が発生するため、本
人負担額は保険料額の半分程度

○ 市町村単位で保険料額を設定

(段階別の定額制)

○ 個人単位で賦課

保険料の

上限

50万円 (個人単位 ) 63万円(世帯単位) 186万円(被保険者単位 ) 市町村ごとに定めた保険料段階の

最高段階の額

保険料の
軽減

【低所得者】

均等割額 ;9割、3.5害 1、 5害1、 2

割を軽減、
所得割額 ;5割を軽減

【被用者保険の被扶養者であつた方】

均等割額 ;9割を軽減

【低所得者】
応益割額 :7割、5割、2割を軽減

【後期高齢 者 医療制 度 の激変緩和 】

後期高齢者医療制度の施行に伴い、後期と国

保で別れる世帯の負担の増加を抑えるため、応

益割あ軽減判定の際、後期に加入する国保の被

保険者であつた方についても、算定対象とし、従

前と同じ軽減割合を適用できるようにしている。

【低所得者】
保険料基準額に対し、5割、2.5割
を軽減
※軽減の割合は、市町村が定める割合に

基づき変更可能

保険料の

徴収

○ 個人単位で徴収

○ 原則、年金からの支払い

※ 年金からの支払いに変えて、

口座振替による支払いも可

〇 世帯主から徴収

065歳 以上の世帯については、
原則、世帯主の年金からの支払い

※ 年金からの支払いに変えて、

日座振替による支払いも可

065歳 未満の世帯については、
窓口・口座振替による支払い

○

○

被保険者及び事業主から徴収

被保険者の給与から支払い
○ 個人単位で徴収

○ 原則、年金からの支払い

腫]仄製轟嚢馨i鏑甕屹晏霧ittI秘轟沐郵  卜li:[:i拿11翼褥[III[[1[i[軍蓮‡:聾温葛る。

画 鏃 薗 凛 漏 鶉 島  零
…
帥 ¨ 峠 剛 斡 (34%)を基に算定したもの。
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柵欄齢帽甜肺翻鵬
後期高齢者医療制度 市町村国保 被用者保険 (協会けんぽ)

【例 I 単身・厚生年金】
後期高‐齢者医療制度「市町村国保では、

単身 年金収入 201万円
協会けんぼでは、
単身 給与収入 201万円  と仮定。

【全国平均】

52,300円

【全国平均】

93,900円

【協会けんぼ】
187,700円

自己負1旦   93,900円 (事業主負担を除く)

【例Ⅱ 夫婦:厚生年金】
後期高齢者医療制度・市町村国保では、

夫 年金収入 201万円
妻 年金収入  79万円
協会けんばでは、

夫 給与収入 201万円
妻 給与収入 79万円   と仮定。

【全国平均】

夫     52,300円
妻     33,400円
世帯合計  85,700円

【全国平均】

世帯合計  115,800円

【協会けんぽ】
夫    187,700円
妻         0円
世帯合計  187,700円

負担無し。

【例Щ 単身.標準報酬】
後期高齢者医療制度・市町村国保では、

単身 年金収入 380万円
協会けんばでは、

単身 給与収入 3色 0万円  と仮定。

【全国平均】

210,700円

【全国平均】

226,900R

【協会けんぽ】
354,900円
177,500「k事業主負担を除く)

【例Ⅳ 夫婦・高収入】
後期高齢者医療制度・市町村国保では、

夫 年金収入 600万円
妻 年金収入 79万円
協会けんぽでは、
夫 給与収入 600万円
妻 給与収入 79万円

【全国平均】
夫
妻        55,

700円
41, 700円

世帯合計  397197,400円

【全国平均】

世帯合計 389,500円

【協会けんぼ】
夫    560,400円
妻         0円
夫婦合計  560,400円

負担無し。

刈籍奪眠炎色gЬtt■福根鶉 籠i      「拿受給額錨働

※b醜
思騒占占露腱焼漠議鴬曇轟繁品為1の

全国平均保険料率等研 行
割率 ■ 35%、 資産割額 lQ l“ 円、均等割額 2■ 37酬、平等割額 2● 741印額 用。

※4協会けんぱにおいては、平成22年度の保険料率(934%)を使用も
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◎
　
１
．

後期高齢者医療制度の保険料の算定方法について

後期高齢者医療制度は、個人単位で保険料を算定し、被保険者が納付義務を負う。

被保険者の均等割額及び所得割額を合算したものを保険料額とする。

被保険者の旧ただし書き所得
(総所得金額から基礎控除を除いたもの)

2.世帯主及び世帯に属する被保険者の所得の合計額に応じて、均等割額に軽減を適用する。

世帯主及び世帯に

属する被保険者分を

合算した額

被保険者の所得に応じて、所得割額に軽減を適用する。

所得割を負担する方のうち、所得の低い方 (具体的には年金収   匡⇒
入 153万円から211万円まで)の場合

施行当初は、「保険料の均等割 :7割・5割・2割l軽減」であつたが、施行後
の見直しにより、「保険料の均等害1:9割・

.5割・5割・2割軽減、所得割:5割軽減」となつている。

被用者保険の被扶養者であつた方については、均等割額のみとし、当該均等割額
に9割の軽減を適用する。

当初、制度加入時から2年間の軽減措置(均等割5割軽減)を講じることとしていたが、施行前
に、①平成20年 4月 ～9月の半年間は凍結し、

TT義寡毬詔皐「現電輩璃亀暑穐冒頭甦嚢
減」することとした。
-20-

均

(41,500F月 )

十 (765%) ()内
は平成 20・ 21年度は全国平均値。

「

ト

リ

:年金収入―公的年金等控除-15万円

給与所得控除

均等割のフ割軽減を受ける世帯のうち、被保険者全員が、年金収入80

万円以下(その他各種所得がない)の場合

[33万円]以下

[33万円+(24.5万 円 X世帯主以外の被保険者数)]以下

[33万円+(35万円 X世帯に属する被保険者数)]以下

⇒

⇒

⇒

⇒

9割軽減 (※ )

8.5割軽減 (※ )

5割軽減

2割軽減

被保険者の旧た

だし書き所得

3.

×  5害1軽減

※

８

４
．

※



後期高齢者医療制度の保険料軽減

li聯判 [蜀蒻 説鰯 段艦 樵 脩 趾 κ磋墓履夷乱常デ雫卍言鷲暮亀
°

ける方は、一律8.5割軽減とした。
ては、10・ 12・ 2月 の保険料の徴収を行わない。)

21年度以降においても継続することとした。

【年金収入でみた軽減イメージ(平成22年度)】

【夫婦世帯の例(妻の年金収入80万円以下の場合)】 ′
′

′石130億円
′  (約 110

7割軽減

153万 円

応
能
分

〔所
得
割
〕

応
益
分

被
保
険
者
均
等
割

:211万円

192.5フラP町
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238万円

5割軽減
(約 30万人 )

8.5割軽減
(約 200万人)9割軽減

(約 290万人)

80万 円 168万 円
年金収入



被用者保険の被扶養者の9割軽減措置の継続について

○

○

○

被用者保険の被扶養者であつた方については、制度加入時から2年間の軽減措置 (均等割
5割軽減 )に加えて、

口平成20年 4月 ～9月 の半年間は凍結し、
・ 平成20年 10月 ～平成21年 3月 の半年間は、均等割を9割軽減した額とした。

平成21年4月 から平成22年3月 までの1年間においても、同様に9割軽減の措置を継続。

平成22年度以降についても、同措置を延長するため、高齢者医療確保法を改正し、地方負担の期間を延長。

※ 被用者保険の被扶養者であつた方の均等割の軽減(5割分)に対して行う地方負担の財源措置に
ついては、

法律上「加入後2年間」とされているが、これを削除し、当該財源措置を
「当分の間」延長することとした。

<所要経費等>
本来

保険料

均等割

9害J減

均等割
5害1減

22年 4月

-22-

20年 4月 20年 10月 21年 4月 23年 4月



↑
―

保
険
料
額

後期高齢者医療制度の賦課限度額の設定の考え方について

(参考)後期高齢者医療制度において、年間保険料額が

上限(50万円)に達する年収について

東京都…・年金収入9,410,000円
給与収入9,530,000円

(所得割率6.56%、 均等割額37,800円 )

福岡県…E年金収入7,050,000円

給与収入7,120,000円

(所得割率9.24%、 均等割額50,935円 )
所得がある方の割合

(20年度推計値 )
全国平均…口年金収入8,300,OOO円

給与収入8,380,000円

〇以下の理由により、後期高齢者医療制度の賦課限度額を50万円と設定している。

・ 限度額を低く設定すればするほど、この傾きがきつくなり、中間所得層の負担が重
くなる。

E限度額を高く設定すればするほど、この傾きが緩やかとなり、限度額に近い高所得者の負担が増え、

給付と保険料賦課額のバランスが悪くなる。

※賦課限度額を超える

-23-

(所得割率7.65%、 均等割額41,500円 )



後期高齢者医療制度における不均―保険料率の特例について

◎医療費の地域格差の特例のイメージ (例 :条例で定める期間を
「6年」とした場合)

保険料率は、広域連合区域内均―を原則とするが、次の場合には、不均
―の保険料率を設定することができる。

① 医療の確保が著しく困難である地域における特例(恒久措置
:3地区)

乱 霧秋黒畠ズlЪξf凛留Ъ轟曇おじ[1瘍 肇亀写署こL駐
料率、後期高齢者医療給付費等を勘案して、均―保険料率の50%を下
できる。

② 医療費の地サ格差の特例(経過措置:99市町村)                               
｀

高麗趙群獣:需雪霧翡曇灘凛翡 [写愁±』蒋璽斐夏長雫富蓼躍釘
印ては`施行後最長6年の鋼

※均―保険料との差額については、公費(国 1/2、 都道府県1/2)で負担する。

均―保険料率
との差が 1/6

以内になるよう
設定

均―保険料率

との差が 2/6

以内になるよう

設定

均―保険料率
との差が 3/6

以内になるよう
設定

1 平成24・ 25年度コ 平成 26年度以降

均一保険料率 10.0%

A町の老人医療給4,0%

付費をもとにした

保険料率



均=保険料率

平成20年度・ 21年度 平成 22年度 。23年度

均等割額
(P9)

所得割率
(96)

均等割額
(P5)

所得割率
(0/● )

北海道 43,143 9.63 44,192 10.28

青森県 40,514 7.41 40,514 7.41

岩手 県 35,800 6.62 35,800 6.62

宮城 県 38,760 7.14 40,020 7.32

秋 田県 38,426 7.12 38:925 7.18

山形県 37,300 6.85 38,400 7.12

福島県 40,000 7.45 40,000 760

茨城 県 37.462 7.60 37,462 7.60

栃木県 37,800 7.14 37,800 7.18

群馬県 39,600 7.36 391600 7.36

埼玉県 42,530 7.96 40,300 7.75

千葉県 37,400 7■ 2 37,400 7.29

東京都 37,800 6.56 37,800 7.18

神奈川県 39,860 7.45 39,260 7.42

新潟県 35,300 7.15 35,300 7.15

富山県 40,800 7.50 40,800 7.50

石川県 45,240 8.26 45,240 8.26

福井県 43,700 7.90 43,700 7.90

山梨県 38,710 7.28 38,710 7.28

長野県 351787 6.53 36,225 6.89

岐阜 県 39:310 7.39 39,310 7.39

静岡県 36,000 6.84 36.400 7.11

愛知 県 40,175 7.43 41,844 7.85

二重県 36,758 6.79 36,800 a83

滋賀県 38,175 6.85 38,645 7.18

後期高齢者医療制度の平成22年度及び23年度の保険料率等について(1)

被保険者一人当た り保険料額

(年額 :円 )

平成21年度

平成22年 度 (見

|

△額 )

増加率

62,217 65,319 1050

39,975 39,939 0999

38,270 38,342 1002

52,308 53,998 1032

37,108 38,110 1_027

38,782 40,678 1049

45,083 45,473 1009

49,660 46,992 0946

48,939 48,886 0999

51,786 52,349 1011

74,230 71,609 0965

64,279 64,909 1 010

84,274 88,439 1049

85,890 85,724 0998

43,137 42.206 0978

54,959 54,951 0999

59,481 59,973 1008

54,386 54.178 0996

46,325 46,195 0997

45,770 48,023 1049

54,576 55,162 1011

59,100 59,571 1008

73,998 77,658 1049

49,321 50,102 1 016

54,369 56,103 1032

収入別の保険料額の例

(年額 :円 )

平成21年度 平成 22年度・ 23年度

基礎年金
受給者

(年金 収 入 79万円 )

平均的な
厚生年金受給者
(年 金 収入 201万 円 )

基礎年金
受給者

(年金 収 入 79万 円 )

平 均 的 な

厚 生 年 金 受 給 者
(年金 IIR入 201万 円 )

4,300 57,600 4400 60,000

4,000 50,100 4,000 50,100

B,500 44,500 3,500 44,500

3,800 48,100 4,000 491500

3,800 47,800 3,800 48,300

3,700 46,200 3,800 47.800

4,000 49,800 4,000 50,200

3.700 48,200 3,700 48,200

3.700 47.300 3,700 47,400

3,900 49,300 3,900 49,300

4,250 53,120 4,030 50,840

3,700 47,000 3,700 47,400

3,700 45,900 3,700 47,400

3,980 49,760 3,920 49_210

3,500 45,400 3,500 45,400

4,000 50,600 4,000 50.600

4,524 56.016 4,524 56.016

4,300 53,900 4,300 53,900

3,870 48,440 3,870 48,440

3,500 44.300 3,600 45,500

3,900 49.100 3,900 49,100

3,600 45200 3,600 46,100

4,000 49,900 4,100 52300

3.675 45,702 3,680 45,832

3,817 46,980 3.864 48,148
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後期高‐齢者医療制度の平成22年度及び23年度の保険料率等について (2)

均―保険料率

平成 20年度・ 21年度 平成22年度・ 23年度

均等割額
(円 )

所得割率
(96)

均等割額
(円 )

所得割率

(96)

京都府 45,110 8.29 44,410 8.68

大阪府 47,415 8.68 49,036 9.34

兵庫 県 43,924 8.07 43,924 8.23

奈良県 39,900 7.50 40,800 7.70

和歌 山県 43.375 7.92 42,649 フ.91

鳥取 県 41,592 7.75 40,773 7:71

島根 県 39,670 7.35 39,670 7.35

岡山県 43,500 7.89 44,000 8.55

広島県 40,467 7.14 41,791 7.53

山口県 47,272 8.71 46,241 8.73

徳島県 40,774 7.43 43,990 8.03

香川 県 47,700 8.98 47,200 8.81

愛媛 県 41,659 7:85 41,227 7.84

高知 県 48,569 8.88 48,931 8.94

福岡県 50,935 9.24 52,213 9.87

佐賀県 47,400 8:80 47.400 8.80

長崎県 42,400 7.80 42,400 7.80

貫長J卜甥誕 46.700 8.62 47,000 9.03

大分 県 47.100 '8.78 47,100 8.78

宮崎県 42,800 7.95 42,500 7.55

鹿児島県 45,900 8.63 45,900 8.63

沖縄 県 48,440 8.80 48,440 8.80

全 国 41,500 7.65 41,700 7.88

○ 均=保険料率 (均等割額及び所得割率)は、平成22年度及び23年度とも同
じであるが、被保険者一人当たり保険料額は、被保険者の所得水準の変化等の影響を受

けることから、各年度において異なる額となる。このため、均
一保険料率の据置き又は引下げを行つた広域連合においても、被保険者一人当たり保険料額は増加して

い

る場合がある。

○ 被保険者一人当たり保険料額は、保険料改定に係る条例改正案提出時における見込額であり、被保険者ごと
の保険料額が確定する6月から7月時点の額とは異なる。

収入別の保険料額 の例

〈年額 :円 )

平成2 年 度 平成 22年 度・ 23年 度

基礎年金

受給者
(年 金 収 入 70万 円 )

平 均 的 な

厚 生 年 金 受 給 者
(年金 収 入 201万 円 )

基礎年金
受給者

(年 金 収 入
'9万
円 )

平 均 的 な

厚 生 年 金 受 給 者
〈年 全 収 入 201万 円 )

4.511 55,984 4,441 56,360

4,741 58.764 4,903 61,644

4,392 54.507 4.392 54 89 1

3.900 49.900 4.000 51,100

4,300 53.700 4.200 53,100

4,100 51,800 4,000 51.100

3,960 49,370 3,960 49,370

4,300 53,700 4,400 55,700

4,046 49,509 4,179 51.504

4,727 58,721 4,624 57,944

4,000 50,400 4,300 54,400

4,700 59,700 4,700 58,900

4,160 52,160 4,120 51,790

4,856 60,167 4,893 60.600

5,090 62.920 5,220 65,450

4,700 59,000 4,700 59,000

4,200 52,600 4,200 52,600

4.600 58,000 4,700 59,200

4,700 58,700 4,700 58,700

4,200 53,300 41200 52,100

4,500 57,400 4,500 57,400

4,844 59,872 4,844 59,872

4,150 51,600 4,170 52.300

被保険者一人 当た り保険料額

(年額 :円 )

平成21年度

平成22年度 (見 込額 )

増加率

70.665 70,969 1004

76.833 80,728 1051

70,041 71,095 1015

62,202 63,881 1027

50.196 50,196 :000

48,097 47.569 0989

43,067 43,342 1006

56,621 59,013 1042

60,310 63,801 1_058

64,779 64,299 0_993

44,913 48,391 1077

63,540 63,422 0998

49,801 49,779 0_999

52,331 53,106 1015

71,851 75,401 1.049

53,795 53,720 0999

49,334 49,496 1003

50,443 51,931 1_030

52,710 53,159 1009

43,965 42,760 0973

44,215 44,488 1006

52,510 52,964 1_009

62,000 63,300 1021
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国民健康保険料 (税 )の算定方法

世帯の

世帯の被保険者

2.各世帯に属する被保険者の所得の合計額に応じて、

軽減基準所得

年金受給者 (65歳以上)1年金収入一公的年金等控除-15万 円

給与所得者 :給与収入一給与所得控除

[33万円]以下

[33万円+(24.5万 円 X世帯主以外の被保険者数)]以下

[33万円+(35万円 ×世帯に属する被保険者数)]以下

3.各世帯の応能割額、応益割額 (軽減適用後)を合算して、保険料総額を決定する。

保険料総額

方式、所得割・均等割の2方式がある。
世ヽ帯
加

し

　

４

◎
　
１
．

てしと額定ま宝●産資だた直均平国

す̈る。

(

応益割額

「

ト

リ

１

¨
酬

×

　

×

世帯合算した額

匡⇒ 7害1軽減

匡⇒ 5割軽減

匡⇒ 2割軽減
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国民健康保険料 (税)における所得割の算定基礎

○ 国民健康保険料(税 )の所得割算定方式は7通りある。

※保険者数は平成20年度末の数値

定方式(旧ただし書方式/1,663保険者)１

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

２

総所得金額

総所得金額

算定基礎

(旧ただし書き所得 )

※平成22年度からは採用している保険者は無し)

算定基礎

(本文方式所得)

来住民税非課税世帯は所得をゼロとして、保険料は賦課しない保険料算定方式(算定特例方
式/1保険者)′

3.住民税額∝)を算定基礎とした保険料算定方式(住民税方式/37保険者)

総所得金額

算定基礎

(住民税方式所得 )

(注 1)算定基礎となる住民税額は以下3通り(上の模式図は①)

①市町村民税所得割額、②市町村民税額、③市町村民税
及び導府県民税の合計額

(注2)所得に応じてそもそも住民税非課税となる場合がある。
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国民健康保険料 (税)の軽減等について

○ 市町村 (保険者)は、国民健康保険の給付費の約50%を被保険者が負担する国民健康保険料
(税 )により賄うこととされている。

○ 国民健康保険の保険料 (税)については、被保険者の保険料負担能力に応じて賦課される応能分
(所得割、資産割 )と、受益に応じて等しく被保

険者に賦課される応益分 (被保険者均等割、世帯別平等割)から構成される。

○ 低所得等の事情のある被保険者については、応益分を軽減 (7割、5割、2害1)する制度を設けている。

保
険
料
（税
）
額 応能分(50%)

(所得割・資産害1)

7割軽減
5害1

2害1

応益分(50%)
暇 保険看均寺吾1・世帝別半寺吾1'

168万円

|

5万円

夫の年金収入

年金受給者 (65歳以上)+配偶者 (年 79.2万 円)の 2人世帯の場合

(基礎控除後の総所得金額を算定基礎とした保険料算定方式 (l日ただし書方式 ))
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平成22年度における市町村国保の保険料 (税 )の見直し

【平成22年 4月施行】

①保険料(税 )の保険料賦課限度額を4万円引き上げる。

②保険料(税 )を減額賦課する際、応益割合にかかわらず7・ 5・ 2割軽減を可能
とする。

保険料 (税 )額

上限額63万円 (見直し後 )

上限額59万円 (見直し前 )

応能保険料 (税 ):所得割、資産割

応益保険料 (税 ):被保険者均等割、世帯別平等害1

市町村の実情に応じた保険料 (税 )の設定

中間所得者層の被保険者の負担に配慮

従前】応益割合に対応する軽減割合

55%以上

5害1車翻咸

35-45%

②保険者の判断により応能・応益

割合を設定した上、7・ 5・ 2割軽

減を行うことが可能となる。
5割軽減

①響議署長饉椰 曇Wi昇ず
｀




